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1. はじめに

社会資本整備，特に交通基盤整備は．その地域だけで

なく周辺の地域にも直接的・間接的に影響を与える．そ

のため，地域・都市ごとに定量的に分析することが重要

である．こうした空間的な効果の分析を可能にする代表

的なモデルが，空間応用一般均衡 (Spatial Computable

General Equilibrium: SCGE)モデルである．SCGEモ

デルを用いれば，国・地域・都市といった空間単位ご

と，企業や労働者といった経済主体ごとに，政策の広

域的な経済効果を計測することができる．

従来の SCGEモデルには，集積の経済を考慮してい

ないという重要な課題が残されていた．これは，政策効

果に大きな影響を与えるため，集積の経済を含む SCGE

モデルの構築が求められていた．

そこで，新経済地理学 (New Economic Geography:

NEG)理論の発展に伴い，集積の経済を考慮した SCGE

モデルの開発が行われるようになった．さらに，近年，

これに生産要素（資本・労働・中間財）の地域間移動を

加えた SCGEモデルが開発され 1)，集積の経済の重要

な要素である人口集積を取り扱うことが可能になった．

また，本モデル実用化のために，実現象とモデル挙動

の整合化も行われている 2)．しかし，現在の SCGEモ

デルでは都道府県ごとの分析結果しか分からず，より

細かな都市ごとの政策による経済効果を計測すること

ができない．

したがって，本研究では，集積の経済と生産要素の

地域間移動を考慮した SCGEモデルの実用化に向けて，

地域の分割方法を都道府県より細かい都市雇用圏ごと

に行い，実データを用いてモデルから妥当な結果が得

られるか検証を行うとともに，モデルの特性を把握し

たうえでモデルの改良を行う．また，必要に応じて交

通基盤に関する政策評価を行う．

図–1 2地域を例とした経済システムの模式図

2. モデル

本研究では，高山ら 1)が開発した Core-Peripheryモ

デル，Footloose Capital モデル，Vertical Linkage モ

デルを統合した，空間応用一般均衡モデルを用いて解

析を行う．そこで，本章ではその概要を示す．なお，モ

デルの設定に関する詳細は，高山ら 1) 参照．

(1) 設定

離散的な A箇所の地域が存在する経済システムを考

える．この経済には I 種類の産業が存在し，各地域の

家計と企業が財のやり取りを行う．ただし，各企業が

生産する財は，地域間ネットワークにより任意の地域

に供給でき，その際の輸送費用は氷塊費用の形をとる．

消費者は，地域全体に固定的にN 存在し，居住する

地域 a ∈ A ≡ {1, 2,…, A}を自由に選択できることが
できる．また，各消費者は，労働と資本を所有してお

り，労働は自地域のみ，資本は他地域へも自由に供給

することができると仮定する．各産業の企業は独占的

競争の下，収穫逓増の技術により，労働・資本・中間財

を生産要素として，必ず他企業とは異なる種類の財を

生産する．ここで，図–1に 2地域を例とした経済シス

テムの模式図を示す．

(2) 均衡状態

本研究では，均衡状態を財・労働・資本市場が均衡し

た短期均衡状態と，消費者の居住地・生産要素供給先

選択が均衡した長期均衡状態の 2段階に分けて考える．

本研究では，地域 a ∈ Aの産業 i ∈ I ≡ {1, 2,…, I}に
労働・地域 ã ∈ Aの産業 ĩ ∈ I に資本を供給する消費
者 {a, i, ã, ĩ}に着目して安定的な均衡状態を導出する．
短期均衡状態は，各市場の需給均衡条件から得られ

る．その結果，消費者 {a, i, ã, ĩ}の間接効用が，その人
口分布 N = [N{a,i,ã,̃i}] の関数 v{a,i,ã,̃i}(N) で与えら

れる．

長期的には，消費者 {a, i, ã, ĩ}は自らの効用 v{a,i,ã,̃i}
を最大化させるように居住地・生産要素供給先を選択

する．ただし，消費者の居住地・生産要素の供給先の

行動には異質性を導入し，nested logit model により表

現されるとする．長期均衡条件では，この選択行動の

結果変化した各地域の人口N{a,i,ã,̃i} が導出される．

長期均衡状態N{a,i,ã,̃i}は安定・不安定なものが複数存

在する．そこで，消費者 {a, i, ã, ĩ}の効用 v{a,i,ã,̃i}(N)

の関数として表される logit dynamic を利用すること

で安定的な均衡状態を導出する．
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3. 実データを利用した数値計算例

本章では，全地域間の輸送費用の変化が，各地域の

就業者数に与える影響を調べる．このような変化をも

たらす交通基盤整備は，長期的に行われたといえる．そ

こで，本章では，1985年から 2005年の就業者数の変

化とモデルによる結果の比較を行う．

(1) 設定

日本全国を都市雇用圏の区分に基づいて，全 432地

域に分割した．具体的には，都市雇用圏に含まれてい

るものは，該当する都市雇用圏に分類する．都市雇用

圏に含まれない市町村は，人口が 1万人以上である場

合は 1地域に区分する．人口が 1万人未満の場合は都

道府県内の地域区分（e.g., 石川県の場合，加賀地方と

能登地方) に則って，都市雇用圏に含まれない他の市町

村とまとめ 1万人になるようにして 1地域とする．各

地域の距離は，各地域の中心の点を直線で結んだ距離

を用いた．また，産業は，第一次産業・第二次産業・第

三次産業の 3種類とした．

モデルに使用するパラメータは，2005年における各

地域の産業連関表および 2005年国勢調査による都道府

県・産業別の就業者数を用いて，キャリブレーションお

よび推定を行た．また，本研究では，広範囲のエリア

を 1つの地域として扱うため，Redding and Venables3)

と同様の方法で地域内輸送費用を導入し，パラメータ

を設定した．

(2) 計算結果

本研究では，パラメータ設定の結果得られた基準均

衡状態から，全地域間の輸送距離を一定割合で増加さ

せた．これは 2005年から過去にさかのぼることを想定

している．輸送距離を 10%増加させたときの各地域の

就業者数の変化は図–2に示す通りとなった．なお，モ

デルの定性的な挙動は，輸送距離の増加割合によらず

同様であったため，輸送距離増加割合 10%の場合を代

表として取り上げた．また，実データによる就業者数

の変化は図–3，各地域のモデル結果と実データの関係

は図–4に示すとおりであった．

以上の結果から，モデルと実現象でみられる人口増

減の傾向は，概ね類似していることが確認できた．特

に，3 大都市の人口増減の傾向は一致していた．しか

し，それらから離れた地方部（e.g., 札幌・仙台・福岡）

では，いくつか重要な相違点がみられた．その原因の

一つに，モデル上の地域間距離を直線距離で定義して

いる点が考えられることから，その改善が望まれる．

4. おわりに

これまでに開発した SCGEモデルを都道府県より細

かい都市雇用圏ごとに分割して実データを適用して数

値計算を実施した．その結果，実現象とモデルとで挙

図–2 モデルで輸送費用を変化させた時の就業者数の変化

図–3 1985年から 2005年の就業者数の変化

図–4 モデルによる結果と実データとの関係

動が一致しない地域がみられた．

今後は，そのような不一致を修正するために，地域

間距離を直線距離でなく，現実の道路を考慮した距離

に再設定を行う．また，モデルの特性を把握したうえ

で，さらにモデルの改良を行い，実際の政策（e.g.,高

速道路の整備効果に関する評価，自動運転車の普及が

都市人口・経済活動に与える影響，総人口減少が大都

市・地方都市の人口に与える影響）の評価を行う．
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